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確率 0.7 が再犯リスクを示す数値となる。言い換えれば、再犯率は 70％という
ことになる。これはある人が疾病にり患して治療を受けた後に、疾病が再発す
るかどうかという再発リスクと同じである。疾病の場合には、1 年以内の再発率







































































































静的リスク要因(static risk factor)と目標になる動的リスク要因(dynamic risk 











































ーン、3.反社会的態度・認知、4.不良交友である。Andrews & Bonta (2010)は
これらをビッグ 4 と呼んでいる。加えて、ビッグ 4 よりは小さいが、一定の影
響力を持つリスクが更に 4 つある。それは、5.家庭環境・婚姻状況、6.学校・職
場、7.余暇・娯楽、8.物質乱用である。これら 8 個のリスクを Andrews & Bonta 





































































表 1-1 対象者の再犯リスクのレベルと実施した処遇の密度による再犯率の違い 





































表 1-1 に示した研究のうち、Bonta, Wallace-Capretta, & Rooney (2000)のも
のを少し詳しく述べる。調査対象者はカナダの刑務所を仮釈放された者たちで、
このうち、高密度処遇群は、高密度回復処遇(intensive rehabilitation  

























































































































































検証したのが Lipsey (2009)のメタアナリシスである。Lipsey (2009)は 1958 年









































































































































































がどのように進歩し発展してきたかを 4 つの段階に分けて解説する。 
 
 





 Andrews, Bonta, & Wormith (2006)は、犯罪リスク・アセスメントは第 1 世
21 
 
代と呼ばれるものから第 4 世代と呼ばれるものまで 4 つの段階を経て発展して
きたとしている。第 1 世代(first generation: 1G)は臨床的アプローチとも呼ばれ、
主に専門家による非構造的な判断をもとに犯罪リスク・アセスメントを行うも





































































































このメタアナリシスで検討された研究のうち Holland, Holt, Levi, & Beckett 
(1983)のものを少し詳しく述べる。この研究の対象者は 343 名(平均年齢=27.99、
SD=9.36)の男性受刑者であり、彼らはカリフォルニア矯正局の重大犯罪判決前
評価診断を受けた。対象者の人種は白人が 183 名、メキシコ系アメリカ人が 58







343 名の対象者についての臨床的な判断と裁判所の判断の内訳を表 2-1 に示
した。社会内に釈放されるのは、裁判所によって保護観察の決定を受けた 201
名であったが、その内、3 名は死亡したため、198 名が分析対象とされた。この
うち 175 名は臨床家によって保護観察相当と判定され、23 名は刑務所収容相当
と判定された。再犯の有無について 32 か月間追跡が行われた。分析では、臨床
家の判断については保護観察を 0、刑務所を 1 とコード化し保険統計学的予測と
して顕在要因尺度(SFS: salient factor scale)の合計得点を用いて再犯予測を行
った。SFS は再犯可能性を測る尺度で、犯罪経歴と社会的な安定性を測定する 9
項目によって構成されており、合計得点は 0 から 11 の範囲を取る。一方、再犯
については有りを 1、再犯無しを 0 とコード化した。再犯変数を従属変数に、臨
床家判断と SFS を独立変数とした重回帰分析を行った結果を表 2-2 に示した。 
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表 2-1 臨床家の判断と裁判所の判断についてのクロス集計表 




臨床家の判断 保護観察 刑務所 
刑務所 24 126 150 
保護観察 177 16 193 
合計 201 142 343 
 
 
表 2-2 再犯の有無を予測させた重回帰分析の結果 
(Holland, Holt, Levi, & Beckett, 1983 から引用) 
 
 回帰係数  
臨床家の判断 0.092  
SFS 得点 0.398 ** 
















































表 2-3 犯罪のタイプと保護観察失敗率 










全体 22.1 26.5 28.4 
初犯 15.8 21.4 17.0 
機会犯 24.2 32.5 36.0 
常習犯 39.1 51.4 48.9 
プロ的 52.4 － 41.7 
 
 
表 2-4 保護観察リスク得点と保護観察成功率 
(Burgess, 1928 から引用) 
 
保護観察リスク得点 保護観察成功率 














7 点から 9 点まで 
5 点から 6 点まで 





















































再犯に関する統計的情報尺度の開発 1960 年代から 1970 年代にかけてカナ
ダ更生保護委員会(Canada National Parole Board)は再犯予測のためのツール
に関心を持つようになり、犯罪者を刑務所から釈放するかどうかの意思決定を
行う際に、犯罪者についての再犯リスクを把握する目的でリスク・アセスメン
ト・ツールを作成する研究を実施した(Corectional Service Canada, 1989)。こ
の研究の成果物が、Nuffield (1982)によって作成された再犯に関する統計的情




調査対象者は、1970 年から 1972 年の間にカナダの刑務所を釈放された男性
受刑者 2,475 名であった。対象となった受刑者は無作為に抽出されており、こ







年齢、婚姻状況、子供の数、再犯時点での雇用状況の 15 項目である。 
SIR-scale の構成は Burgess 型で行われている。例えば、施設拘禁歴では、3
回から 4 回の施設拘禁歴に該当する対象者は、その群の再犯率が全体の再犯率
を 5％上回ることから 1 点を加算し、他方、一度も施設拘禁歴のない対象者は、
その群の再犯率が全体の再犯率を 20％下回るため 4 点を減算するといったよう
に、全体の再犯率と当該群の差について 5％を 1 点として換算してリスク得点が
計算された(Nuffield, 1989)。このような得点化がなされた後、対象者はその合
計得点によって最低リスク群から最高リスク群まで 5 つのリスク段階に分類さ






表 2-5 SIR による再犯リスクの分類と再犯率 









最低リスク -6 から-27 84% 87% 
低再犯リスク -1 から-5 67% 74% 
中リスク 0 から+4 59% 62% 
高リスク +5 から+8 39% 47% 









犯罪者集団再犯尺度の開発 犯罪者集団再犯尺度(OGRS-scale: the offender 
group reconviction scale)はイングランド及びウェールズの保護観察所において







OGRS-scale は有罪判決を受けてから 2 年間に再有罪判決を受けたかどうか
を調査し、これを再犯の指標として用いている。OGRS-scale の作成にあたって










 OGRS-scaleで採用された犯因論的リスク要因は表 2-6に示した 6項目である。
OGRS-scale は現場での使い勝手を考慮して比較的少数の変数で再犯率を予測




表 2-6 OGRS-Scale で用いられたリスク要因 




x2 性別(1 女性：0 男性) 
x3 21 歳以下までに行われた拘留判決の数 
x4 裁判所に係属した全ての回数 
x5 現在の有罪判決を受けた年齢から最初に有罪判決を受けた年齢を引い
たもの。初犯の場合は 0 となる。 
x6 犯罪の種類 
性犯罪-12,薬物-6,暴力犯罪(強盗と放火を含む)-5,詐欺または偽造-2,器




      


















































































Andrews & Bonta (1995)が作成したサービス水準目録改訂版(level of service 







Vose, Smith, & Cullen (2103)は、LSI-R の予測的妥当性と LSI-R 得点の変化
が再犯に与える影響を分析した。調査対象となったのはアイオワ州の 2,849 名
の成人の保護観察対象者と仮釈放対象者であった。調査対象者は、5 年間の調査





から 54 の範囲を取り、高ければ高いほど再犯リスクが高いとされる。1 回目の
アセスメントよりも 2 回目のアセスメントの方が若干得点の平均値が上昇して
いる(26.95 から 27.63)ことが示された。再犯は、新たな犯罪行為による有罪判
決の全てと定義された(0 が再犯なし、1 が再犯あり)。 
 再犯と 1 回目にアセスメントされた LSI-R 得点のピアソンの相関係数は.137 
(95%信頼区間.10 - .17)、2 回目にアセスメントされた LSI-R 得点との相関係数
は.193(95％信頼区間.16 - .23)で何れも 1 パーセント水準で有意であった。また、
AUC は 1 回目のアセスメントでは.578(95%信頼区間.556-.599)、2 回目のアセ
スメントでは.621(95%信頼区間.599 - .643)となり、LSI-R 得点が将来の再犯と
関連があることが示され、予測的妥当性が検証された。なお、この結果からは、
1 回目よりも 2 回目のアセスメントの方が若干ではあるが再犯を予測する能力 
36 
 
表 2-7 対象者の属性についての記述統計 
(Vose, Smith, & Cullen, 2103 から引用) 
 















































 25 歳以下 
 26-35 歳 
 36-45 歳 
















1 回目のアセスメント時の LIS-R 得点の平均値 




1回目のアセスメントと2回目のアセスメントの間隔の平均値 364.8  
37 
 








表 2-8  リスク・カテゴリーの遷移と再犯率 
(Vose, Smith, & Cullen, 2103 から引用) 
 
 2 回目のリスク・カテゴリー 
1 回目の 
リスク・カテゴリー 





















































次に、1 回目と 2 回目の LSI-R 得点の変化、すなわち、動的リスク要因の変
化がどのように再犯に影響を与えているかが分析された。表 2-8 は各セルに再
犯率を示した、1 回目のリスク・カテゴリーと 2 回目のリスク・カテゴリーのク
ロス集計表である。全般的にリスク・カテゴリーが高い段階にある程、再犯率




表 2-9 LSI-R 得点によるロジスティック回帰分析 
(Vose, Smith,& Cullen, 2103 から引用) 
 
 1 回目の LSI-R 得点 2 回目の LSI-R 得点 
人種 0.085 0.098 
年齢 -0.008 -0.009 




リスクへの暴露期間 0.000* 0.001* 
LSI-R 合計得点 0.039* 0.059* 
定数 -1.814 -3.411 
χ2乗値(自由度) 74.937(6) 189.693(6) 
-2 log likelihood 3740.560 3190.053 
Cox and Snell R2 .026 .064 











上で、1 回目の LSI-R 得点と 2 回目の LSI-R 得点がそれぞれ再犯を予測するか
どうかを分析した結果である。1 回目、2 回目の LSI-R 得点は共に再犯に有意な 







1 回目のアセスメント時の LSI-R 得点によるリスク・カテゴリーと LSI-R 得点
の変化の交互作用項が有意となっており、このことは 2 回目のアセスメントで
LSI-R 得点が変化した場合に、1 回目の LSI-R 得点によるリスクカテゴリーで 
 
表 2-10 LSI-R 得点の変化に関するロジスティック回帰分析 
(Vose, Smith, & Cullen, 2103 から引用) 
 
 パーセントの変化 素点の変化 
人種 0.074 0.074 
年齢 -0.008 -0.009 














定数 -2.695* -2.703* 
χ2乗値(自由度) 182.127(8) 187.493(8) 
-2 log likelihood 3197.619 3192.253 
Cox and Snell R2 .062 .064 
Nagelkerke R2 .089 .092 


























第 4 世代犯罪リスク・アセスメントの例としては、Andrews, Bonta, & 
Wormith (2004)によるサービス水準 / ケースマネージメント目録 (level of 
service / case management inventory: LS/CMI)が挙げられる。LS/CMI は先に













に監視できるよう作られている(Andrews & Bonta, 2010)。 
第 4 世代犯罪リスク・アセスメントの妥当性を検討した研究として、Brennan,  
 
 
表 2-11 COMPAS 基本尺度が再犯に与える影響 
(Brennan, Dieterich, & Ehret, 2009 から引用) 
 
 係数(β) exp(β) p 値 
過去の犯罪行動 0.033 1.03 .008** 
遵守違反歴 0.148 1.16 .000** 
暴力犯罪歴 0.108 1.11 .000** 
現在の暴力行為 0.101 1.11 .052 
犯罪者との関係 0.148 1.16 .000** 
薬物濫用 -0.091 0.91 .000** 
経済的な困窮 0.009 1.01 .691 
職業及び教育 0.118 1.13 .000** 
犯罪的な態度 0.057 1.06 .000** 
家族の犯罪性 0.100 1.11 .006** 
社会的環境 0.257 1.08 .000** 
余暇 0.073 1.08 .000** 
住居の不安定性 0.016 1.02 .277 
犯罪的な人格 0.048 1.05 .000** 




Dieterich, & Ehret (2009)のコンパス・リスク・ニーズ・アセスメント(COMPAS 




行うものとなっている。COMPAS の妥当性の検証は 2,328 名の保護観察対象者





















































ルの開発は遅れている(生島, 2011)。本研究は、こうした背景を踏まえて Hoge & 
Andrews (2004)が開発した少年用サービス水準/ケースマネジメント目録






第 1 節 少年用サービス水準 / ケースマネジメント目録の構成 
 
 
少年用サービス水準 / ケースマネジメント目録(youth level of service / case 
management inventory: YLS/CMI)は Hoge & Andrews (2004)が開発したリス
ク・アセスメント・ツールである。このツールは第 4 世代と呼ばれる種類に属 
45 
 
表 3-1  少年用サービス水準／ケースマネジメント目録の構成 
 
Part Ⅰ: リスクとニーズのアセスメント(Assessment of Risks and Needs) 
Part Ⅱ: リスクとニーズの要約(Summary of Risks and Needs) 
Part Ⅲ: その他のニーズのアセスメント(Assessment of other Needs) 
Part Ⅳ: 担当少年の一般的なリスク・ニーズ水準のアセスメント 
(Your Assessment of the Juvenile’s General Risk/Need Level) 
Part Ⅴ: 接触水準(Contact Level) 
Part Ⅵ: 担当者による少年の一般的なリスク・ニーズ水準評定 
(Your Assesment of the Juvenile’s General Risk/Need level) 
Part Ⅶ: ケース管理概観(Case Management Review) 
 
 









る LS/CMI 及び YLS/CMI という位置付けになる。 
LS/CMI 及び YLS/CMI においてリスク・アセスメント・ツールの中核をなし
ているのは、動的リスク要因及び静的リスク要因を査定し、犯罪者の再犯リス
クを査定する部分である。これらはそれぞれ LSI-R と YLS から引き継がれてき
た部分であり、実証的な根拠を持って再犯と結びつくことが示された要因を集
めることで作られている。YLS/CMI は表 3-1 に示したように複数の様式から構
成されている。再犯リスクを査定するのは Part I のリスクとニーズのアセスメ
ント(assessment of risks and needs)の部分であり、表 3-2 に示したように犯罪 
46 
 








a. 過去の家裁係属 3 回以上 





























f. 無断欠席    
g. 不就労で仕事を探していない 































































第 2 節 スコアリングの基準について 
 
 





































































































































































「該当あり」とする。最近 1 年間、週に 2 回以上違法な薬物を使用し続けてい
た、または、以下に示すような生活の主要な領域のうちで薬物使用のために一
つ以上の問題が生じている場合に「該当あり」とする。なお、この項目が「該






































































































































































第 3 節 YLS/CMI の信頼性及び妥当性に関する研究 
 
 
 YLS/CMI の信頼性及び妥当性を検証した研究としては Schmidt, Hoge, & 







まず、119 名の調査対象者は、1996 年 3 月から 2000 年 10 月までの間に、複
数の専門領域にまたがる精神保健の専門家チームによって評価を受けたが、そ





107 名となった。分析対象者の内訳は、67 名(62.6%)が男性で 40 名(37.4%)が女
性であった。この内、男性は 49 名(45.8%)、女性は 28 名(26.2%)が前歴を有し
ていた。17 名(15.9%)は過去に施設収容処分をされたことがあった。人種は、31
名(29.0%)がネイティブのカナダ人で、残りの 76 名(71.0%)が白人であった。再


















で 1%水準有意となり、女性では.35 であり 5%水準で有意、全体では.26 であり 
60 
 
表 3-3 YLS/CMI の各尺度得点の平均値と標準偏差 








非行歴 1.2(1.5) 1.1(1.5) 1.4(1.4) 
家庭状況・養育 2.5(1.7) 2.3(1.7) 2.8(1.6) 
教育・雇用 3.3(2.0) 3.2(2.1) 3.6(2.0) 
物質乱用 1.8(1.3) 1.7(1.3) 2.1(1.4) 
余暇・娯楽 1.4(1.1) 1.3(1.1) 1.6(1.1) 
仲間関係 1.2(1.4) 1.1(1.5) 1.4(1.4) 
人格行動 3.7(2.0) 3.5(2.1) 4.1(1.8) 
態度・志向 1.7(1.7) 1.7(1.6) 1.9(1.8) 




















































課題 2(再犯とリスク段階の関係) YLS/CMI においてより高いリスク群と判
定された非行少年ほど再犯に及ぶ確率が高いかどうか(仮説 2)を検証する。






















 平成 16 年から平成 20 年までに関東及び東北地区の少年鑑別所に観護措置で



























場合には、施設退所日から 20 歳の誕生日までの日数を観測期間とした。 
審判決定 対象者が家庭裁判所の審判でどういった処分を受けたかについて
調査した。この調査は、審判決定と YLS/CMI によって査定された非行少年の再



















授けるものである(少年院法第 4 条)。収容期間は、特修短期処遇が 4 か月以内、



























































が 3、e.「物質の使用が犯罪に結びついている」は度数が 1 であり、該当者が非
常に少なかった。 
領域得点及び合計得点のヒストグラムを図 4-1、図 4-2、図 4-3、図 4-4、図
4-5、図 4-6、図 4-7、図 4-8、図 4-9 に示した。ヒストグラムの形状に見られる














の平均値は 518.3 日、標準偏差は 307.1 日であった。389 名中 73 名が少年鑑別













存関数を図 4-10 に示した。最終的な累積生存率は 0.66、標準偏差は 0.045 と推
定された。少年鑑別所を退所し、再び事件を起こして少年鑑別所に入所してく




数の形状を見るとおおむね 1,000 日を経過する頃から累積生存率の低下が見ら 
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表 4-1 項目得点、領域得点及び合計得点の平均値及び標準偏差(n=389) 
 
調査項目 合計 平均値 標準偏差 
 
1. 非行歴 
   
a. 過去の非行歴 3 回以上 42 0.11 0.311 
b. 2 回以上の遵守事項違反 35 0.09 0.287 
c. 保護観察歴あり 65 0.17 0.374 
d. 過去に施設経験あり 33 0.08 0.279 
e. 現在３つ以上の事件が係属中 50 0.13 0.335 
非行歴合計 225 0.58 1.024 
 
2. 家庭状況・養育 
   
a. 不十分な監護 110 0.28 0.451 
b. 子供を統制するのが困難 155 0.40 0.490 
c. 不適切なしつけ 177 0.46 0.499 
d. 一貫性を欠いた養育態度 85 0.22 0.414 
e. 父子間の劣悪な関係 63 0.16 0.369 
f. 母子間の劣悪な関係 40 0.10 0.304 
家庭状況・養育合計 630 1.62 1.468 
 
3. 教育・雇用 
   
a. 教室での破壊的行動 70 0.18 0.385 
b. 学校での破壊的行動 83 0.21 0.410 
c. 成績不良 237 0.61 0.489 
d. 仲間関係の問題 68 0.17 0.380 
e. 対教師の問題 84 0.22 0.412 
f. 無断欠席 217 0.56 0.497 
g. 不就労で仕事を探していない 80 0.21 0.405 
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調査項目 合計 平均値 標準偏差 
教育・雇用合計 839 2.16 1.586 
 
4. 仲間関係 
   
a. 非行をしている知り合いがいる 330 0.85 0.359 
b. 非行をしている友達がいる 321 0.83 0.380 
c. 健全な知り合いがほとんどいない 70 0.18 0.385 
d. 健全な友達がほとんどいない 128 0.33 0.470 
仲間関係合計 849 2.18 1.089 
 
5. 物質乱用 
   
a. 時々薬物を使用 13 0.03 0.180 
b. 薬物を常習 5 0.01 0.113 
c. アルコールを常習 5 0.01 0.113 
d. 物質乱用が社会生活を阻害している 3 0.01 0.088 
e. 物質の使用が犯罪に結びついている 1 0.00 0.051 
物質乱用合計 27 0.07 0.341 
 
6. 余暇・娯楽 
   
a. 集団活動への不参加 325 0.84 0.371 
b. 有意義に時間を過ごしていない 285 0.73 0.443 
c. 興味関心の乏しさ 130 0.33 0.472 
余暇・娯楽合計 740 1.90 1.006 
 
7. 人格行動 
   
a. 誇大な自尊心 24 0.06 0.241 
b. 身体的な攻撃性 175 0.45 0.498 
c. 癇癪を起こす 75 0.19 0.395 
d. 注意力の乏しさ 36 0.09 0.290 
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調査項目 合計 平均値 標準偏差 
e. 欲求不満耐性の乏しさ 198 0.51 0.501 
f.  罪悪感の乏しさ 75 0.19 0.395 
g. 言語的な攻撃性、無作法 89 0.23 0.421 
人格行動合計 672 1.73 1.633 
 
8. 態度・志向 
   
a. 反社会的な態度・犯罪への志向 108 0.28 0.448 
b. 援助を求めない 41 0.11 0.307 
c. 強く援助を拒絶する 3 0.01 0.088 
d. 権威への反発、無視 46 0.12 0.323 
e. 他者への無関心、無感覚 2 0.01 0.072 








































































































































































番人数が多いのは、社会内処遇である保護観察であり 207 名と全体の 53.2％を
占めていた。同じく社会内処遇である試験観察は 72 名であり、保護観察よりも











く 2 名であった(全体の 0.01%)。施設収容処分となった者の合計人数は 110 名と
なり全体の 28.3%を占めていた。 
図 4-11 は審判決定毎の YLS/CMI 合計得点を箱ひげ図で表したものである。
箱ひげ図はばらつきのあるデータを視覚的に捉えることができるという性質が
あり、中心にある太い横線が中央値を示している。四角形の上線が第１四分位



































保護観察 少年院送致  少年院送致  試験観察  少年院送致  その他 児童自立支援施設   
(一般短期処遇) (長期処遇)        (特修短期処遇) 
 
 
表 4-2 審判決定毎の合計得点の平均値と標準偏差(n=389) 
 
審判決定 n 合計得点の平均値 標準偏差 
保護観察 207 8.36 3.879 
少年院送致(特修短期処遇) 2 12.50 0.707 
少年院送致(一般短期処遇) 45 13.62 3.869 
少年院送致(長期処遇)  41 15.88 5.750 
試験観察  72 13.21 5.872 
児童自立支援施設送致  2 14.50 4.950 













































 ここでは YLS/CMI においてより高いリスク群に属する非行少年ほど再犯に
及ぶ確率が高まるかどうか(仮説 2)の検証を試みる。 
生存関数による検証 Hoge & Andrews(2004)による YLS/CMI 原版で使用さ
れている閾値によって群分けを行ったところ、合計得点が 0～8 の低リスク群は
154 名、合計得点が 9～22 の中リスク群は 223 名、合計得点が 23～34 の範囲




























 Cox回帰分析による検証 次に回帰分析を用いた分析によって仮説 2 の検証
を試みた。再犯を従属変数、合計得点を独立変数とした回帰分析を行うことで、
高いリスクを有する非行少年ほど再犯に及ぶ確率が高まるかどうかを検討する。
Cox の比例ハザードモデル(proportional hazard model)を用いて分析を行った











結果は、表 4-4 に示したように、入所時年齢のみを投入した回帰式(モデル 1)、 
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表 4-3 リスク群毎の生存関数の等質性についての検定結果 
 
実施した検定の種類 χ２値 df p値 
Log Rank (Mantel-Cox)          48.956 2 .00** 
Breslow 
(Generalized Wilcoxon) 
52.601 2 .00** 
(**p<.01) 
 
表 4-4 入所時年齢と合計得点を独立変数とした Cox 回帰分析 
 
共変量 
モデル 1 モデル 2 モデル 3 
係数 (e 係数) 係数 (e 係数) 係数 (e 係数) 
入所時年齢 -0.330** (.719) ‐ -0.246** (0    .782) 
合計得点 ‐ 0.153** (1.165) 0.149** (1.161) 
-2×対数尤度 776.071 736.404 729.274 






なった。表中の e 係数とは自然対数の底 e を係数で乗じたもので、瞬間再犯確率
を表している。ここで瞬間再犯確率とは、ある時点までに再犯をしなかった非
行少年が次の瞬間に再犯をする確率のことである。モデル 3 の e 係数は 1 歳年齢
が上がるごとに瞬間再犯確率が 0.782 倍になることを示している。これは 1 よ
り小さいので年齢が高い非行少年ほど再犯の確率が低くなると言える。一方、
合計得点は、得点が 1 上がる都度、瞬間再犯確率は 1.16 倍になることが示され
た。これによって合計得点が高い非行少年ほど再犯に及ぶ確率が高くなること






課題 2 で用いた群分けの基準は Hoge & Andrews (2004)がカナダ人のサンプ
ルをもとに作成した基準であるが、これがそのまま日本人に適用できるかどう












低い群は合計得点が 6 以下の者で、この群では 5%(93 名中 5 名)が再犯をしただ
けであったことから、これを最低リスク群と命名した。これよりも再犯率が高
い群は合計得点が 7 点以上 14 点以下の者で、16%(209 名中 33 名)が再犯をして
おり、低リスク群と命名した。さらにこれよりも再犯率が高い群は、合計得点
が 15 点以上 24 点以下の者で、34%(79 名中 27 名)が再犯をしており、中リスク
群と命名した。最も再犯率が高い群は合計得点が 25 点以上の者で、100%(8 名
中 8 名)が再犯をしており、高リスク群と命名した。評価された再犯率は合計得

























図 4-13 決定木を用いた再犯リスク群の分類(n=389) 
 
 
ることが示された。これら 4 つのリスク群の生存関数について Log rank 検定及














表 4-5 再犯評価のためのリスク表 





















































表 4-6 決定木によって抽出されたリスク群毎の生存関数の等質性 
についての検定結果 
 
実施した検定の種類 χ２値 df p値 





























































て求めたものが、図 4-16、図 4-17、図 4-18、図 4-19 である。これらの生存関
























































が示された。1.非行歴の瞬間再犯確率は 1.314 倍、2.家庭状況・養育は 1.322 倍、
3.教育・雇用は 1.311 倍となり、これらが再犯を促す要因であることが示された。 
モデル 2 において有意となった静的リスク要因である 1.非行歴とモデル 3 に
おいて有意となった動的リスク要因である 2.家庭状況・養育、3.教育・雇用が、
再犯に影響を与える要因としてモデルに選択された。 









表 4-7 少年院送致人数と再犯人数及び再犯の割合 
 
少年院送致の有無 n 再犯の人数 再犯の割合 
なし 299 56 18.7% 
あり 90 17 18.9% 
合計 389 73 18.8% 
 
 
表 4-8 少年院送致の有無で群分けした生存関数の等質性についての検定結果 
 
実施した検定の種類 χ２値 df p値 
Log Rank (Mantel-Cox)          1.144 1 .29 
Breslow(Generalized 
Wilcoxon) 





















表 4-9 各リスク群毎の少年院送致人数と再犯人数及び再犯の割合 
 
リスク群 少年院送致の有無 n 再犯の人数 再犯の割合 
最低リスク なし 88 5 5.7% 
 あり 5 0 0.0% 
 合計 93 5 5.4% 
低リスク なし 168 26 15.5% 
 あり 41 7 17.1% 
 合計 209 33 15.8% 
中リスク なし 37 19 41.4% 
 あり 42 8 19.0% 
 合計 79 27 34.2% 
高リスク なし 6 6 100.0% 
 あり 2 2 100.0% 





リスク群 実施した検定の種類 χ２値 df p値 
最低リスク Log Rank (Mantel-Cox)          0.093 1 .761   
Breslow (Generalized Wilcoxon)  0.086 1 .770  
低リスク Log Rank (Mantel-Cox)          0.902 1 .342  
Breslow (Generalized Wilcoxon)  0.222 1 .637  
中リスク Log Rank (Mantel-Cox)          4.984 1 .026* 
Breslow (Generalized Wilcoxon) 5.398 1 .020* 
高リスク Log Rank (Mantel-Cox)          0.017 1 .896  






















































































表 4-11 YLS/CMI の下位領域年齢と年齢を独立変数とした Cox 回帰分析 
 
共変量 




































































-2×対数尤度 723.477 763.197 727.606 729.369 
AIC 741.477 767.197 743.606 737.369 
 


















































実(以下、「非行事実」という)と要保護性の 2 つとされる。 
要保護性は、現在、法律学上の通説では犯罪的危険性、矯正可能性、保護相

















































犯罪的危険性と YLS/CMI YLS/CMI は再犯リスクの査定を行うために構成さ
れているので、その合計得点は理論的には犯罪的危険性(累非行性)のみを査定し















































矯正可能性と YLS/CMI 次に、矯正可能性と YLS/CMI の関係について考察す 
る。矯正可能性は、保護処分による矯正教育を施すことによってその犯罪的危



































































は寄与しないと考えられる。以上の考察を表 5-1 にまとめた。 
 
表 5-1 少年審判の対象と YLS/CMI の尺度得点の関係 
 
































































































YLS/CMI の原版では 4 つのリスク段階が設定されていたが、これに従うと、
最高リスク段階に区分される非行少年は今回の調査対象者の中には存在しなか
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おわりにかえて 
 
 
本論文を執筆するにあたり、多くの方々から多大なご支援を頂いたことを深
く感謝いたします。 
指導教官である大渕憲一先生には、長きに渡ってご指導頂きました。博士課
程に入学したのは筆者がまだ法務省の心理技官をしていた時であり、学術論文
を執筆することに関する常識的な知識すら不十分な状態からのスタートでした。
そうした研究者として未熟な段階から根気よく、丁寧なご指導を頂いたことは、
私の今後の研究者としてのキャリアにとって得難い経験であり、大きな財産に
なったと考えております。本当にありがとうございました。 
現白鳳大学の仁平義明先生、東北大学の行場次朗先生、阿部恒之先生、辻本
昌弘先生には大学院演習や学位論文事前審査において有益なご指導を頂きまし
た。心より感謝致します。 
法務総合研究所の高橋哲氏とは、筆者が法務省を退職後も共同研究者として
データの収集にご協力頂きました。大変ありがとうございました。また、平成
11 年に法務省の研修で、当時は国連アジア極東犯罪防止研修所にいらっしゃっ
た津富宏先生(現静岡県立大学)から先進的な欧米の再犯研究動向を伺ったこと
が、筆者が再犯研究を始めるきっかけとなりました。兵庫県立大学の遊間義一
先生は、在法務省時代から我が国の再犯研究の先駆者として研究発表等を参考
にさせていただきました。千葉少年鑑別所長の石黒裕子先生には筆者が法務省
時代から再犯研究にご理解頂き、研究遂行上で有益なご助言を頂きました。こ
の場をお借りして御礼申し上げます。 
また、大学での研究室の方々には感謝をさせて頂きたい。社会人の大学院生
として 10 数年ぶりに母校に戻った筆者に、親切に研究室のことを教えていただ
き、仲間として迎え入れて頂きました。学部生時代を思い出して懐かしい気持
ちで勉学に励むことが出来ました。東北大学の上原俊介先生、近畿大学の中川
知宏先生には公私共に大変お世話になりました。深く感謝の意を述べさせてい
ただきます。 
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